












1.研究の目的 

 わが国の乳児死亡率は出生千対 5.3(1986 年)と国際比較のうえで最も低率を示し,また,

幼児及び学童の死亡率も,なお低減の余地が残されてはいるが漸次低下の傾向を示し今日

に至っている。このような小児保健統計の年次推移をみると,わが国における母子保健対策

の成果が明瞭に表わされ,とりわけ身体的疾患に対する成果が如実に現われてきたことが

分かる。 

 この反面,最近における小児の健康上の諸問題を考えてみると,その多くは小児の成長・

発達に影響を及ぼす心理学的あるいは行動学的な視点からみた養育条件のゆがみに由来す

ることが推察され,また,それらのうちのいくつかについては実質的な指摘もなされている。

家庭における養育環境の分析検討を中心とした家庭保健に関する総合的研究が急務とされ

る理由もここにあるといってよい。 

 本研究では,小児の心身の成長・発達とりわけ心の健康の問題に重点をおきながら,家庭

保健,学校保健,思春期保健の立場から,小児の成長・発達に影響を及ぼす養育条件の解明を

行うことを目的として研究を進めることとした。 

 工業化,都市化等による家庭の生活様態の急速な変化によって親子関係の失調,家庭にお

ける養育機能の低下などが起こり,その結果,いじめ,虐待,登校拒否,暴力,非行など多くの

行動上の問題が指摘されているなかで,小児とそれをとりまく養育環境との関係を多角的

に検討し,総合的な対策を確立するための基盤とすることが本研究の具体的な意義である。 


